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４－４ 銃器の保管に関する規定 

連邦法には、｢安全な銃器の保管または安全装置｣についての規定がなされており、さら

に各州において詳細な運用が規定されている。例えば、ニューヨーク州法では、銃器を保

管する際、保管庫に入れて施錠し、銃器自体及び引き金を固定し、また、銃器と実包は分

けて保管しなければならず、さらに、子供が触れないようにする措置も必要であることが

定められている。 

ニューヨーク州における｢安全な銃器の保管または安全装置｣の定義215 

 銃器の外側に取り付けられ、最初にその装置を無効にしない限り、銃器が操作で

きないように設計された装置 

 銃器の内部構造に組み込まれている装置で、その装置にアクセスしない限り何人

によっても銃器を操作できないように設計された装置 

 金庫、銃器保管庫、ガンケース、ロックボックスその他の銃器を保管するか又は

銃器の保管に使用できるように設計された装置であって、鍵、コンビネーション

その他同様の手段によってのみ解錠できるように設計された装置 

         ガンケース 

      

       

 

 

 

 

                          

出所：caseplaceusa.com 

                                      銃器保管庫 

 

 

 

                                                  
215 Firearm Law for New York（ニューヨーク銃器所持取締法） 

番号キー 鍵がかかること 
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４－５ 間接的な銃器の購入方法 

銃器は本来、「４－２－１銃器を所持するための許可証の入手方法、入手手順（例： 

ニューヨーク州）」に示すとおり、銃砲店において、銃器許可証を所持する購入希望者に直

接販売されるものである。他方、通信販売やインターネットなど間接的に購入を希望する

者に対しても販売される。その場合は、免許を持つ輸入者・製造業者または銃砲店は、銃

器許可証を取得した購入希望者が、以下の宣誓供述書の提出する場合等にのみ、銃器を販

売することができる216。 

 

間接的な銃器の販売に必要となる宣誓供述書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

同誓約書には、銃器所持に必要となる銃器許可証及びその他の関連情報に関する書類

の複写を添付するための余白スペースが含まれていなければならない217。 

銃器の販売者は、銃器の出荷または引き渡しの前に、宣誓供述書の写し及び販売する

銃器の説明書を、書留又は証明郵便(受取書返送依頼済)で、譲受人の居住地の警察署長

に郵送しなければならない。書類が受理されると受領書が発行されるが、なんらかの理

由により受理されない場合には、その旨が通知された文書が販売者の元へ届けられる。 

宣誓供述書及び警察署長からの受領書若しくは拒絶通知は、銃器許可証の所有者

(licensee)が記録として保管することとなっている218。 

 

 

                                                  
216 連邦法§922(c) 
217 同上 
218 同上-(3)  

 

「連邦法による処罰に従うことを条件として、私は以下の通り宣誓する： 

散弾銃またはライフル以外の任意の銃器の場合は、私が 21 歳以上の年齢であること、又

は、散弾銃もしくはライフルの場合は、私が 18 歳以上の年齢であること； 

合衆国法典 18 編第 44 章の規定によって、私が州際取引または外国取引によって銃器を受

領することを禁止されていないこと； 

及び、この銃器を私が受領することが、私が居住する地方に適用される州の制定法と公布

された条例に一切違反しないこと； 

さらに、その銃器が引き渡される地方の警察署長の正式な役職、氏名及び住所は、

XXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXX である。 

 

署名 XXXXXXXXX 日付 XXXX 




